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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第44期

当第３四半期
連結累計期間

第44期
当第３四半期
連結会計期間

第43期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 38,662 15,492 61,222

経常利益 (百万円) 1,138 1,186 2,435

四半期（当期）純利益 (百万円) 311 635 904

純資産額 (百万円) － 49,900 52,289

総資産額 (百万円) － 66,228 75,085

１株当たり純資産額 (円) － 1,380.14 1,412.46

１株当たり四半期
（当期）純利益

(円) 8.75 17.99 24.86

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 8.75 － 24.83

自己資本比率 (％) － 73.5 67.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,180 － 1,940

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,607 － 320

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,629 － △807

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) － 13,489 12,331

従業員数 (人) － 892 868

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　 ておりません。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

      ３　第44期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在

　　しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 892

(注)　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除いた就業人員であります。なお、執行役員24人は従

業員数に含んでおりません。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人) 747

(注)　１　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

　　　２　従業員数は社員及び常勤顧問、常勤嘱託の員数で、執行役員15人、非常勤顧問等８人、臨時雇用者４人は

含んでおりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注高実績及び受注残高

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

受注高 受注残高

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

設備工事事業

空調工事 5,09453.0 17,05848.9

衛生工事 828 8.6 10,96831.5

電気工事 3,21633.5 6,83319.6

小計 9,13995.1 34,860100.0

設備機器販売事業 ― ― ― ―

その他の事業 466 4.9 ― ―

合計 9,605100.0 34,860100.0

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　当社グループでは設備機器販売事業は受注生産を行っておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 売上高実績

区分

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

金額(百万円) 構成比(％)

設備工事事業

空調工事 7,117 45.9

衛生工事 2,922 18.9

電気工事 2,934 18.9

小計 12,974 83.7

設備機器販売事業 2,051 13.3

その他の事業 466 3.0

合計 15,492 100.0

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 売上にかかる季節的変動について

当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売

上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

　

　　　なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

　　設備工事事業における受注高及び売上高の状況

(1)受注高、売上高及び繰越高

期別 区分
期首繰越高 期中受注高 計 期中売上高 期末繰越高

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

当第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

空調工事 15,110 19,221 34,332 17,273 17,058

衛生工事 12,514 6,073 18,587 7,619 10,968

電気工事 4,018 8,887 12,906 6,099 6,806

計 31,643 34,182 65,826 30,992 34,833

　　 前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

空調工事 13,562 27,019 40,581 25,470 15,110

衛生工事 11,405 15,042 26,447 13,933 12,514

電気工事 2,332 12,628 14,961 10,943 4,018

計 27,300 54,690 81,990 50,347 31,643

(注) １　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注高にその増減額

を含みます。したがって、期中売上高にもかかる増減額が含まれております。

２　期末繰越高は（期首繰越高＋期中受注高－期中売上高）であります。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)受注高

期別 区分
官公庁 民間 計

（百万円） （百万円） （百万円）

当第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成20年12月31日)

空調工事 183 4,910 5,094

衛生工事 70 757 828

電気工事 3 3,116 3,120

計 258 8,785 9,043

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3)売上高

期別 区分
官公庁 民間 計

（百万円） （百万円） （百万円）

当第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成20年12月31日)

空調工事 373 6,744 7,117

衛生工事 189 2,733 2,922

電気工事 37 2,799 2,836

計 599 12,277 12,876

(注) １　売上高のうち主なものは、次のとおりです。

　 当第３四半期会計期間　請負金額３億円以上の主なもの

(仮称)第８SVC開設Ⅰ期 空調設備工事 ㈱竹中工務店

(仮称)西新宿セブンシ
ティ跡地計画

空調・衛生設備工事 大成建設㈱

(仮称)御茶ノ水計画 空調・衛生設備工事 前田建設工業㈱

グランパークタワー 空調設備工事 ㈱NTTファシリティーズ

２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及その割合は、次のとおりです。

　 ㈱竹中工務店　　　　20億84百万円　　　16.2％

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(4)繰越高（平成20年12月31日現在）

区分
官公庁 民間 計

（百万円） （百万円） （百万円）

空調工事 3,110 13,947 17,058

衛生工事 3,155 7,812 10,968

電気工事 177 6,628 6,806

計 6,444 28,388 34,833

(注) １　繰越高のうち主なものは、次のとおりです。

　 請負金額12億円以上の主なもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 完成予定年月

後楽二丁目西地区第一種市
街地再開発事業施設建築物

空調・衛生設備工事 ㈱大林組 (平成22年４月)

独立行政法人国立病院機構
埼玉病院

空調・衛生設備工事
独立行政法人国立病院
機構埼玉病院

(平成21年10月)

(仮称)アーバンエース北浜
アネックスビル

空調・電気設備工事 共立建設㈱ (平成21年４月)

三田小山市街地再開発 電気設備工事 大成建設㈱ (平成22年５月)

(仮称)秋葉原計画 空調・衛生設備工事 鹿島建設㈱ (平成21年６月)

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1）経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間における日本経済は、海外経済の減速や急激な円高の影響により、輸出関連企

業を中心に企業収益は悪化を続けており、個人消費においても雇用・所得環境が厳しさを増すなど、景気

は大幅に悪化してまいりました。建設業界におきましては、公共投資は依然として低調に推移し、民間設備

投資の減少がより一層顕著になるなど厳しい経営環境となりました。

　このような状況のもと、当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、受注高は96億５百万円、売上

高は154億92百万円となりました。

　損益につきましては、原価低減等に努めた結果、営業利益は８億41百万円、経常利益は11億86百万円とな

り、減損処理による投資有価証券評価損を計上したこと等により、四半期純利益は６億35百万円となりま

した。

　　 なお、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

　①　設備工事事業

　　  売上高は129億74百万円、営業利益は８億12百万円となりました。

　②　設備機器販売事業

　　　売上高は30億7百万円、営業利益は62百万円となりました。

　③　その他の事業

　　　売上高は５億37百万円、営業損失は36百万円となりました。

　

（2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、流動資産は、前連結会計年度末に比べて49億82

百万円減少し、349億37百万円となりました。これは、現金預金が26億57百万円及び未成工事支出金等が20

億66百万円それぞれ増加し、受取手形・完成工事未収入金等が91億92百万円減少したこと等によります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて38億75百万円減少し、312億90百万円となりました。これは、投資

その他の資産が40億16百万円減少したこと等によります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて88億57百万円減少し、662億28百万円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて62億69百万円減少し、158億６百万円となりました。これは、未成

工事受入金が６億61百万円増加し、支払手形・工事未払金等が61億71百万円及び未払法人税等が４億97百

万円それぞれ減少したこと等によります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて１億98百万円減少し、５億21百万円となりました。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて64億68百万円減少し、163億27百万円となりました。

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べて23億89百万円減少し、499億円となりました。これは、利益剰余

金が５億91百万円減少し、自己株式が７億18百万円増加したこと及びその他有価証券評価差額金が10億35

百万円減少したこと等によります。
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（3）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、△４億52百万円となりまし

た。これは主に、売上債権の増加等が、仕入債務の増加等を上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、84百万円となりました。これ

は主に、有価証券の売却による収入等が、無形固定資産の取得による支出等を上回ったことによるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、△４億73百万円となりまし

た。これは主に、自己株式の取得による支出及び配当金の支払額の増加等によるものであります。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、134億89百万円とな

りました。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

（5）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間における研究開発費の総額は50百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間における研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,500,000

計 96,500,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 37,000,30937,000,309
東京証券取引所　
（市場第一部）

単元株式数は1,000株

計 37,000,30937,000,309― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月31日 ― 37,000 ― 5,753 ― 5,931
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(5) 【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

(注) １ ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピーは、平成20年12月15日付で大量保有報告書の変

  更報告書を提出しておりますが、当第３四半期会計期間末において、株式の名義人その他が確認できませ 　　

　ん。

　なお、同社の大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

　　　大量保有者　ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピー

　　　保有株式数　2,288,000株（発行済株式総数の6.18％）　　　

     ２ 当社は、第３四半期会計期間末において自己株式1,594,475株（発行済株式総数の4.31％）を保有してお 

  ります。

　

(6) 【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載する

　　ことができませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)　　　　　
普通株式  1,328,000

― ―

(相互保有株式)　　　　　
普通株式    392,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,639,000 34,639 ―

単元未満株式 普通株式    641,309― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数          37,000,309― ―

総株主の議決権 ― 34,639 ―

(注)１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義

　の株式がそれぞれ8,000株(議決権８個)及び20株含まれております。

    ２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。

　　自己保有株式　　　　　　　　　　　　633株

　　相互保有株式　日本メックス株式会社　594株
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② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日比谷総合設備株式会社

東京都港区芝浦4-2-8 1,328,000 ― 1,328,0003.59

(相互保有株式)
日本メックス株式会社

東京都中央区入船3-6-3 392,000 ― 392,000 1.06

計 ― 1,720,000 ― 1,720,0004.65

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年　
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

最高(円) 885 850 952 970 950 963 844 829 793

最低(円) 660 712 817 832 864 800 653 727 736

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 12,490 9,832

受取手形・完成工事未収入金等 ※2
 13,864

※2
 23,057

有価証券 2,799 2,608

未成工事支出金等 4,517 2,450

その他 1,300 1,997

貸倒引当金 △35 △27

流動資産合計 34,937 39,919

固定資産

有形固定資産 ※1
 625

※1
 666

無形固定資産 328 145

投資その他の資産

投資有価証券 24,325 28,349

その他 6,197 6,119

貸倒引当金 △186 △115

投資その他の資産合計 30,336 34,353

固定資産合計 31,290 35,165

資産合計 66,228 75,085

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※2
 12,352

※2
 18,523

短期借入金 780 780

未払法人税等 75 573

未成工事受入金 1,653 992

賞与引当金 424 622

完成工事補償引当金 40 38

工事損失引当金 － 15

その他 478 530

流動負債合計 15,806 22,076

固定負債

退職給付引当金 345 460

役員退職慰労引当金 116 119

その他 58 140

固定負債合計 521 719

負債合計 16,327 22,796

EDINET提出書類

日比谷総合設備株式会社(E00168)

四半期報告書

14/30



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,753 5,753

資本剰余金 5,931 5,931

利益剰余金 37,484 38,075

自己株式 △1,320 △602

株主資本合計 47,848 49,158

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 806 1,842

評価・換算差額等合計 806 1,842

少数株主持分 1,244 1,288

純資産合計 49,900 52,289

負債純資産合計 66,228 75,085
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 38,662

売上原価 34,070

売上総利益 4,591

販売費及び一般管理費 ※1
 4,319

営業利益 272

営業外収益

受取利息 194

受取配当金 184

有価証券売却益 33

持分法による投資利益 228

その他 256

営業外収益合計 897

営業外費用

支払利息 11

その他 19

営業外費用合計 30

経常利益 1,138

特別利益

投資有価証券売却益 5

特別利益合計 5

特別損失

投資有価証券評価損 645

特別損失合計 645

税金等調整前四半期純利益 499

法人税、住民税及び事業税 113

法人税等調整額 71

法人税等合計 184

少数株主利益 2

四半期純利益 311
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 15,492

売上原価 13,220

売上総利益 2,272

販売費及び一般管理費 ※
 1,430

営業利益 841

営業外収益

受取利息 53

受取配当金 50

有価証券売却益 33

持分法による投資利益 149

その他 65

営業外収益合計 352

営業外費用

支払利息 3

その他 4

営業外費用合計 7

経常利益 1,186

特別損失

投資有価証券評価損 294

特別損失合計 294

税金等調整前四半期純利益 892

法人税、住民税及び事業税 36

法人税等調整額 214

法人税等合計 250

少数株主利益 5

四半期純利益 635
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 499

減価償却費 95

貸倒引当金の増減額（△は減少） 79

退職給付引当金の増減額（△は減少） △114

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2

賞与引当金の増減額（△は減少） △197

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 2

工事損失引当金の増減額（△は減少） △15

受取利息及び受取配当金 △379

支払利息 11

有価証券売却損益（△は益） △33

投資有価証券売却損益（△は益） △5

投資有価証券評価損益（△は益） 645

持分法による投資損益（△は益） △228

売上債権の増減額（△は増加） 9,192

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,066

仕入債務の増減額（△は減少） △6,171

未成工事受入金の増減額（△は減少） 661

未払又は未収消費税等の増減額 △178

その他 △366

小計 1,426

利息及び配当金の受取額 390

利息の支払額 △11

法人税等の支払額 △625

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,180

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 116

有形固定資産の取得による支出 △30

無形固定資産の取得による支出 △206

投資有価証券の取得による支出 △31

投資有価証券の売却による収入 8

投資有価証券の償還による収入 500

保険積立金の積立による支出 △161

保険積立金の払戻による収入 288

匿名組合出資金の払込による支出 △1,000

匿名組合出資金の払戻による収入 2,154

その他 △30

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,607
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △759

自己株式の売却による収入 39

配当金の支払額 △902

少数株主への配当金の支払額 △6

その他 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,629

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,158

現金及び現金同等物の期首残高 12,331

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 13,489
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

　会計方針の原則及び手続の変更

１　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、通常の販

売目的で保有する棚卸資産の評価基準については、個

別法による原価法から個別法による原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）に変更しておりま

す。

　この変更による当第３四半期連結累計期間に与える

影響は軽微であります。

２　リース取引に関する会計基準の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30

日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６

年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基

準適用指針第16号）を第１四半期連結会計期間から

早期適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理に変更しております。また、リース資産の減価償

却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

ゼロとして算定する定額法によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続

き採用しております。

　この変更による当第３四半期連結累計期間に与える

影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が当第

２四半期連結会計期間末に算定したものと著しい変化

がないと認められるため、当第２四半期連結会計期間

末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定してお

ります。

２　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、当第２四半期連結会計期間末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定す

る方法によっております。

３　固定資産の減価償却の算定方法

定率法を採用している固定資産に関しては、連結会

計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加

減算項目や税額控除項目を重要なものに限定して算出

する方法によっております。また、繰延税金資産の回収

可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められるため、前連結会計年度において使用

した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用

する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　　1,697百万円

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれてお

ります。

　　受取手形　 34百万円

　　支払手形　299百万円

 

　３ 偶発債務

四半期連結財務諸表提出会社は、過去に施工した設

備工事(平成18年完成　請負金額162百万円)の瑕疵を理

由に、当該工事の発注者から工事代金の内一部の支払

を留保されている件について、中央建設工事紛争審査

会に調停の申立てを行っております。なお、提出日現在

では調停の結果を予測することはできません。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　　1,629百万円

 

―――――――――

 

　３ 偶発債務

連結財務諸表提出会社は、過去に施工した設備工事

(平成18年完成　請負金額162百万円)の瑕疵を理由に、

当該工事の発注者から工事代金の内一部の支払を留保

されている件について、中央建設工事紛争審査会に調

停の申立てを行っております。なお、提出日現在では調

停の結果を予測することはできません。

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

　　 従業員給料手当　　　　　　　　　1,546百万円

　　 賞与引当金繰入額　　　　　　　　　163百万円

　　 退職給付費用　　　　　　　　　    130百万円

　　 役員退職慰労引当金繰入額　　　　　 24百万円

　　 貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　 88百万円

　　 減価償却費　　　　　　　　　       59百万円

 

　２ 業績の季節的変動

当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第

４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半

期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における

売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　 販売費及び一般管理費の主なもの

　　 従業員給料手当　　　　　　　　　　421百万円

　　 賞与引当金繰入額　　　　　　　　　163百万円

　　 退職給付費用　　　　　　　　　     49百万円

　　 役員退職慰労引当金繰入額　　　　　　8百万円

　　 貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　  6百万円

　　 減価償却費　　　　　　　　　       20百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金 12,490百万円

有価証券 2,799百万円

　　　計 15,289百万円

追加型公社債投信等以外の　　　有価
証券

△1,300百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △500百万円

現金及び現金同等物 13,489百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 37,000,309

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,746,237

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
　　　定時株主総会

普通株式 利益剰余金 634 17.50平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月10日
　　　　　　取締役会

普通株式 利益剰余金 267 7.50平成20年９月30日 平成20年12月８日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

　　　配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 5,753 5,931 38,075 △602 49,158

当第３四半期連結会計期間末ま
での変動額

剰余金の配当 △902 △902

四半期純利益 311 311

自己株式の取得　※ △759 △759

自己株式の処分 △1 40 39

当第３四半期連結会計期間末ま
での変動額合計

△591 △718 △1,309

当第３四半期連結会計期間末残高 5,753 5,931 37,484△1,320 47,848

※自己株式の取得は、市場からの取得739百万円、単元未満株式の買取20百万円であります。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計

期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しており

ません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

取得原価
(百万円)

四半期連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額
(百万円)

(1) 株式 4,628 5,528 900

(2) 債券

　　　社債 499 492 △7

　　　その他 5,043 5,518 474

(3) その他 397 333 △64

合計 10,568 11,872 1,303

(注)　その他有価証券で時価のあるものについて６億45百万円（株式５億63百万円、その他81百万円）減損処理を行っ

ております。

 なお、当該有価証券の減損にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に「著しく下落し

 た」とみなして減損処理を行っております。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

該当事項はありません。

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

設備工事事業
(百万円)

設備機器　　　　
　　　　販売事業
　　　（百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

12,974 2,051 466 15,492 ― 15,492

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 955 71 1,027 (1,027) ―

計 12,974 3,007 537 16,519 (1,027)15,492

営業利益又は　　　　　　　営業
損失（△）

812 62 △36 839 2 841

(注)　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容　

　　　(1) 事業区分の方法

　　　　　日本標準産業分類に基づいて区分しております。

 　　 (2) 各区分に属する主要な事業の内容

　　　　  設備工事事業：建築設備工事全般に関する事業

　　　 　 設備機器販売事業：建築設備機器類の販売及びメンテナンスに関する事業

 　　　 　その他の事業：建築設備機器類の製造及び販売に関する事業他

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

設備工事事業
(百万円)

設備機器　　　　
　　

販売事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

31,315 5,945 1,400 38,662 ― 38,662

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 2,115 191 2,306 (2,306) ―

計 31,315 8,060 1,592 40,968 (2,306)38,662

営業利益又は　　　　　営業損
失（△）

247 153 △120 280 (8) 272

(注)　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

　　　(1) 事業区分の方法

 　　　　 日本標準産業分類に基づいて区分しております。

　　  (2) 各区分に属する主要な事業の内容

　　　 　 設備工事事業：建築設備工事全般に関する事業

　　　　  設備機器販売事業：建築設備機器類の販売及びメンテナンスに関する事業

　　　　  その他の事業：建築設備機器類の製造及び販売に関する事業他

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,380.14円 1,412.46円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益
 

8.75円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 8.75円

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期当期純利益

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 311

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式に係る四半期連結損益計算書上の四半期
純利益(百万円)

311

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,661

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

四半期純利益調整額(百万円) －

普通株式増加数(千株) 1

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

 
１株当たり四半期純利益
 

17.99円

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 635

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式に係る四半期連結損益計算書上の四半期
純利益(百万円)

635

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,343

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づ

く自己株式の取得

　四半期連結財務諸表提出会社は、平成20年11月10日開

催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づ

き、自己株式取得に係る事項を決議いたしましたが、平

成21年２月13日開催の取締役会において、取得しうる

株式の総数及び株式の取得価額の総額を変更すること

を決議いたしました。

１　変更を行う理由
　現在の株式の取得状況、経営環境等を総合的に勘案
し、取得しうる株式の総数及び株式の取得価額の総額
を変更するものであります。
２　変更に係る事項の内容
(１)取得対象株式の種類
(変更無し）
当社普通株式

(２)取得しうる株式の総数(上限）
(変更前）
100万株(発行済株式総数(自己株式を除く)に　対
する割合2.81％)
(変更後）
200万株(発行済株式総数(自己株式を除く)に　対
する割合5.62％)

(３)取得価額の総額(上限）
(変更前）
10億円
(変更後）
20億円

(４)自己株式取得の日程
(変更無し）
平成20年11月11日から平成21年３月31日まで
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２ 【その他】

平成20年11月10日開催の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記

載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しております。

　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　２億67百万円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　７円50銭

　③支払請求権の効力発生及び支払開始日　　平成20年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日比谷総合設備株式会社(E00168)

四半期報告書

29/30



独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月13日

日比谷総合設備株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　佐　藤　　孝　夫　　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　野　島　　　　透　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日比

谷総合設備株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日比谷総合設備株式会社及び連結子会社の平

成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

　報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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